
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：平成１３年度以降、類似団体平均の０.８０となっており、扶助費を含む義務的経費が増加傾向にある反面、市税収入は減少
　　　　　　傾向にある。このため新行財政運営改善計画（第５次行政改革大綱）を策定し、人件費、投資的事業、事務事業の見直しに
　　　　　　よる歳出削減と徴収率向上による自主財源確保に努め、財政の健全化を図る。
経常収支比率：経常収支比率は前年度より４.３ポイント悪化し、その内訳は人件費に係るものが３１.６％と最も高く、次いで公債費が
　　　　　　　１８.８％となっているため平成１８年度から２２年度を計画期間とする新行財政運営改善計画（第５次行政改革大綱)を
　　　　　　　策定し、定員適正化計画に基づき、職員数を平成２２年度までに１２１人(５.７％)削減するほか、給与カットの継続等に
　　　　　　　より人件費の削減に努める。また、新規・投資的事業の縮減、重点化のほか、公債費の適正管理など、義務的経費の削減を
　　　　　　　行なうとともに、未収金の徴収強化等積極的な財源確保を図ることにより、経常収支比率の改善に努める。
起債制限比率：平成１６年度、震災復興等のために発行した地方債の償還がピークを迎えたが、過去からの地方債抑制対策により、類似
　　　　　　　団体平均を若干下回っている状況である。財政構造の健全化を図る見地から、引き続き、臨時財政対策債など特例債及び
　　　　　　　土地開発公社健全化に係る地方債を除く普通債発行額を各年度原則３０億円以内に抑制する。
人口１人当たり地方債現在高：平成１２年度において地方債現在高がピークを迎えたが、臨時財政対策債など特例債が増加傾向にある反
　　　　　　　面、過去からの地方債抑制対策の実施により類似団体平均を若干下回っている。都市基盤等の整備が一定整備されつつある
　　　　　　　ことから、新行財政運営改善計画に基づき、新規・投資的事業の縮減、重点化を図ることにより、引き続き地方債発行の
　　　　　　　抑制、財政の健全化を図る。
ラスパイレス指数：やや高い数値を示しているが、これは、国が学歴格差に基づく給料体系としていることに対し、本市では、学歴によら
　　　　　　　ず、職員の能力や経験を重視した若年層からの管理職登用を行なっていること等によるものである。今後は、さらに職務・
　　　　　　　職責に応じた構造転換を図るべく、現行の給料表の見直しを図り、各種手当も含めた、より一層の給与の適正化に努める。
人口1，000人当たりの職員数：本市の人口1，000人当たりの職員数については、６.８０人と類似団体平均（７.２４人）および兵庫県市町
　　　　　　　村平均（７.９７人）を下回っている。しかし、平成１６年度に策定した定員適正化計画（平成１７年度～平成２２年度）
　　　　　　　においては、平成２２年度当初までに５.７％の職員数の削減を目標（人口1，000当たりの職員数に置き換えると６.４１人)
　　　　　　　としていることから、今後、さらに組織の簡素化、事務事業の効率化・民間委託、指定管理者制度等の推進を図る。


